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　地方創生が始まってはや2年。各地域では総合戦略に沿って自立に向けた

取り組みが進められている。このような中、総務省から財政再生団体の夕張市

を除けば早期の財政健全化を求められる自治体はなしとの速報がなされた。

各自治体の取り組みが功を奏したということでひと安心する一方で、その

持続性が懸念される。子育てや高齢者支援、仕事づくりが急がれる中、公共

施設のサービス維持とまちづくり、年々増加する災害対応など、課題は増加

の一途である。あらためて、財源難の中でも地域づくりを促進できるよう、

利用者（受益者）負担による住民ニーズに即した持続的地域サービス提供を

進める時代が来ていると考えるべきではなかろうか。

　一例が、収益事業などによる財源で、観光地を総合的にマネジメントする

各地の取り組みである。訪日客が増加する中、いまだ欧米に比べ見劣りする

観光地も多い。個別の観光事業者によるサービス向上だけでなく、自然・

景観保全や快適な観光環境まで含めた一体的改善が、訪問者が負担する

料金などにより促進されることを期待したい。

　この受益者負担は、老朽化が進む公的施設とそのサービスやこれを核と

するまちづくりでも積極的な適用を考えたい。これら行政サービスが無料

であるがゆえ利用者の不満が表に出ることは少なかった。そのために、改善

が進まない、年々劣化するなどの事例は全国に数多く見られる。まず、行政

サービス個々について、運営コストと利用状況、利用者負担のバランスを

見える化することだ。いずれのサービスに公的補助が投入されているか、

または投入すべきかを住民が肌感覚で理解できる。これらの情報を使えば、

マーケティングも容易になり、行政に代わる民間参入の道も拓けよう。公的

補助を否定するものではないが、そのあり方を住民自らも理解できることで、

自助による持続的な地域経営が確立されることを望みたい。



特 集

再生可能エネルギーの効

果的な活用が電力市場活

性化の鍵。

世界中で電力需給管理の

高度化に向けた技術開発

が進展。

日本でもこうした取り組

みを通じて多様な業種で

ビジネスチャンスが拡大。

1．電力自由化後の市場動向と市場活性化に向けた方策
（1）市場動向と課題

　2016年4月に電力小売の全面自由化が実施されてからはや半年が経過した。300

を超える企業が電力小売に新規参入する新電力の事業者として登録され、市場競争の

活発化が期待されたが、ふたを開ければ2016年9月末時点で電力会社を切り替えた

家庭の需要家は3%程度と、大手電力会社の寡占状況が継続している。自由化で先行

する欧米諸国では、例えばイギリスで自由化後1年間に10%程度が切り替えており、

日本は非常に低調な水準である。

① 日本と海外の電力会社選択理由

　当社が実施したアンケート調査によれば、電力会社を切り替える最大の理由は「月々

の電気料金が安くなりそうだから」が大半を占めている（図1）。また、電力会社を切り替え

ていない理由も、電気料金に関する理由が上位に位置しており、自由化後、まずは、需要

家の多様なニーズに訴求するサービス競争というよりも、価格競争が先行している状況

である。一方、すでに自由化が進む海外諸国に目を転じれば、「再生可能エネルギー

電力100%プラン」「他商材（通信サービス、商品券など）とのセット販売」「ITを活用した

エネルギーマネジメントサービス」など、新規参入者が多様なサービスを提供し、価格

以外の理由からも電力会社の切り替えが活発化する様子が見受けられる。

② 日本と海外の電力小売市場環境

　海外の電力小売市場が活性化している要因として、新規参入者にとっての電源調達

のたやすさが挙げられる。自社で発電所を保有しない新規参入者にとっては、卸電力

取引市場の活用が安定的に電力を確保する有力な手段となる。イギリスでは国内消費

電力の50%以上、フランスでは20%以上が卸電力取引市場から調達されており、新規

参入者が電源を調達しやすい環境が存在する。これに対し、日本の卸電力取引市場で

ある日本卸電力取引所のシェアは2%程度である。多くの新規参入者は、大規模な火力

発電所に設備投資し自社で電源を保有することは難しい。卸電力取引市場が活発で

ないことは新規参入者の安定的な経営を直撃する。これも電力会社の切り替えが進ま

ない大きな理由の一つといえるだろう。

（2）再生可能エネルギーの活用による電力市場活性化の可能性

　市場活性化の鍵である卸電力取引市場の取引増加については、取引ルールなど制度

電力自由化半年後、
これから広がるビジネスチャンス
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設計の途上であるが、取引量を増大させる方向で議論が進展している。その中で、新規

参入者にとって有効な選択肢となりうるのは、再生可能エネルギー電源の有効活用で

ある。

　大規模水力発電を除いた再生可能エネルギーによる発電量は、2012年7月の「再生

可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）」導入以降に急増しており、「長期エネル

ギー需給見通し（経済産業省）」では2030年度に13%（2014年度時点では3.2%）を

超える将来像が示されている。

　固定価格買取制度で買い取られた再生可能エネルギーによる電力は、2017年度

以降に卸電力取引市場で取り引きされるように、制度設計が進んでいる。再生可能エネ

ルギーの普及拡大は、新規参入者への電源調達の容易化、電力市場の活性化にとって

追い風となる。

　再生可能エネルギーによる電力を効果的に活用するためには課題もある。導入が

進んでいる太陽光発電、風力発電の発電量はリアルタイムな天候、風況（風速や風向き

など風の吹き方）に左右されるため、不安定である。太陽光発電、風力発電の急増は、

これまでの安定した電力の需給バランスを崩すことが想定され、強制的に出力を抑制

することも検討されている。また、2019年度以降にFITによる買取期間が終了する住宅用

太陽光発電設備が徐々に増加する。その結果、住宅用太陽光発電設備で発電した電力

を電力会社へ売るよりも、家庭で消費して電気料金を節約することを選択する住宅が

増加する。こうした状況に対応して、自家発電と自家消費を、蓄電池などの活用により

効率的にコントロールするためのシステムの普及が求められている。

　将来的に再生可能エネルギーによる電力を効果的に運用していくためには、従来の

電力の需給管理の精度を向上するだけでは不十分だ。再生可能エネルギーに加え、

蓄電池などの分散型のエネルギー源を組み合わせた、新たな電力需給管理のシステム

切り替えを
「する」
最大の理由

切り替えを
「しない」
最大の理由

1

2

3

1

2

3

月々の電気料金が安くなりそうだから

現状の電力会社に不満があるから

月々の電気の利用でポイントが付くから

特に明確な理由はない

月々の電気料金があまり安く
ならなそうだから

切り替えの手続きが面倒だから

47%

8%

5%

14%

13%

12%

出所：三菱総合研究所

［図1］ 電力会社の切り替えを「する」・「しない」最大の理由（上位3項目） 
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づくりが重要となる。こうした課題解決のための取り組みが、自由化後の電力小売市場

の一層の活性化に貢献すると同時に、発電事業者や電力小売事業者にとどまらない

多様な企業が参画可能なビジネスチャンスを生み出す。

　生活者にとっては、自由化進展による電気料金の低減などの価格面のメリットに

加え、電力需給管理システムを通じた自宅の省エネ化が期待される。同時に、既存電力

会社や新規参入者がハウスクリーニングや見守り・駆けつけサービスなどの生活者を

支援するサービスを始めており、これらの付帯サービスが生活利便性向上に役立つ。

2．電力需給管理高度化に向けた取り組み
　太陽光発電をはじめとする分散型電源やリチウムイオン二次電池などの蓄電技術は、

生産量拡大・技術革新による価格低下が予想されており、2030年に向けて相当程度

（住宅用太陽光発電、エネファーム、コージェネレーションシステムで火力発電所24基分

など）が導入される見込みとなっている。このように増大する分散型エネルギー源を活用

して電力需給管理を高度化する仕組みがエネルギー・リソース・アグリゲーション※１だ。

これにより、分散設置されたエネルギー・リソース（発電設備、蓄電設備、需要設備）を

ICT技術の活用により統合制御し、あたかも発電所（仮想発電所、Virtual Power Plant

〔VPP〕）のように機能させることが可能となる。

　海外では、欧州・アメリカそれぞれ異なった背景の中で、VPPの事業化が進みつつ

ある。欧州（特にドイツ・イギリス）では、再生可能エネルギーの大量導入が火力電源の

設備稼働率低下を引き起こした。そのため電力需給調整機能の代替が必要となり、その

受け皿として、小規模電源を複数集めて需給調整市場※2に市場参画させる取り組みが

行われている。アメリカでは電気事業制度改革によって発電設備投資が抑制され、供給

力不足の解消が課題となっている。このため、デマンドレスポンス※3を供給力として活用

することが制度化されており、需要設備を制御する取り組みが行われている。

　日本でも、重点政策分野を決定し、2020年までに改革・イノベーションを加速していく

「改革2020」プロジェクトの一つとしてこの統合管理の仕組みを取り上げ、東京オリン

ピックの際のショーケース化を目指している。具体的な取り組みとして、「バーチャル

パワープラント構築実証事業」が2016～2020年の5年事業として推進されており、

50MW以上の仮想発電所の制御技術の確立に向け、さらなる再生可能エネルギー

導入拡大や省エネルギー・負荷平準化などを進めている。同事業には、電力会社（東京

電力、関西電力）のほか、NEC、アズビル、エナリス、SBエナジー、ローソンといった多様な

業種が参画している。

　今後、通信規格整備やサイバーセキュリティー確保、収集されたデータ利活用による

制御の高度化（人工知能の活用を含む）といったICT技術がキーテクノロジーとなる。

その意味において、従来のエネルギー業界企業のみならず、情報・通信など異業種

企業、さらにはベンチャー企業などの積極的な参画が期待される。

※1：�再生可能エネルギー、蓄電池、需要家など
のエネルギー・リソースを通信技術により集
約し、一つのエネルギー・リソースとして機
能させ、電力系統への貢献など新たな価値
を創出すること。

※2：�電力の需要と供給をリアルタイムに一致さ
せるために必要な需給調整能力を調達する
ための市場。

※3：�需要家側が空調や家電などの電力の使用
を抑制するよう電力消費パターンを変化さ
せること。
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※4：�需要家が節電した電力量（ネガワット）に対
して、対価を支払う「ネガワット取引」のため
の市場が2017年度に整備される。

3．さまざまな業種に広がる企業のビジネスチャンス
　電力およびガスのシステム改革を契機として、分散型エネルギー源が活用されるように

なると、企業がエネルギー市場に参画する方法は、従来の発電、送電、小売という枠組み

を飛び越え、多方面に拡大する。

　分散するエネルギー・リソースの統合を担うエネルギー・リソース・アグリゲーター

（以下、アグリゲーター）は、統合制御する分散型エネルギー源を有効活用し、「ネガワット

取引市場※4」や「需給調整市場」などで取り引きすることで、対価（収益）を獲得すること

ができる。企業は自社で保有する蓄電池・自家発電・EVなどを、アグリゲーターに提供する

ことで、対価（収益）を得ることが可能になる。また、通信やITに関わる企業はエネルギー

の制御に関わる通信技術や分析アルゴリズムを提供するチャンスが生まれる。加えて、

生活者にとっては、自宅の太陽光発電・蓄電池・EVをアグリゲーターに提供することが

可能となる。

　このように多岐にわたる業種において、図2のような事業機会を望むことができる。

また、これら多様な企業の協働は、エネルギー供給に付随するサービスに関するアイデア

の統合を促進し、そこにイノベーションも生まれる。電力システム改革の目的として、

①安定供給確保、②電気料金の最大限の抑制、③電気利用の選択肢や企業の事業機会

の拡大が掲げられているが、このような取り組みを通じて、生活者にとっても企業にとって

も真に効果のある電力自由化が実現するものと考えられる。

エネルギー・リソース・
アグリゲーター

• 空調、ヒート
　ポンプ、照明
　などの制御

工場を起点として、自社リソース
および地域の電源などを
活用した事業展開

家庭も含めた地域のあらゆる
エネルギー・リソースを

需給調整

ビルマネジメントの
新しい付加価値としての

事業展開

取引市場
2017：ネガワット取引市場
2020：需給調整市場

IT、通信リソース
提供 対価

リソース提供

対価

対価リソース提供
対価

リソース
提供

• 空調、照明、生産ライン
　の制御
•自家発電、再エネ電源、
　蓄電池の活用 • 家庭のPV、

　蓄電池、EV
　などの制御

•エネルギー・リソースを
　アグリゲートする技術
　提供、解析アルゴリズ
　ム提供など

対価

機能提供

出所：三菱総合研究所

［図2］ エネルギー・リソースを活用したビジネス展開の概念図
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トピックス

マイナン バ ーカ ードは

1,000万枚普及するも、

利用には不安感が残る。

健康保険証としての活用

が、新サービスの出現を

一気に拡大する。

魅力的なサービスの充実

で不安を払拭し、最先端ID

利用国へ。

I C T
マイナンバーカード
健康保険証への適用が多様なサービスを創出

企業・経営部門 中 村  秀 治

　マイナンバーカードの配布は、現在1,000万枚に達したところであり、政府は2018年度

までに8,000万枚の配布を目指している。しかし、活用場面はまだ少なく、身分証明書と

して使われている程度だ。国民も企業もマイナンバーカードの利用に漠然とした不安感

を抱いているのが現状だろう。

　そんな中、2018年度からマイナンバーカードに健康保険証の機能が追加される。厚生

労働省の法制度改修も進み、関連する準備事業の2017年度予算も固まった。健康医療

分野では、電子お薬手帳や医療画像管理など、クラウドを利用したオンラインサービス

も出始めている。政府は、健康情報や個人のネット通販の購買履歴などを一括管理する

「情報銀行」の仕組みを検討しており、マイナンバーカードは、「情報銀行」から大切な

自分の情報を引き出して安全に使うための「鍵」となる。この鍵が、服薬や健康状態管理

などの日常的なヘルスケアから、再生医療や遺伝子治療などの先進医療まで、本格的な

総合サービスを実現する。

　すでに実施されている住民票の写しをコンビニで取得できるサービスに加え、ネット

ショッピング、チケットレス、防災や避難情報の確認などはサービス実証まで済んだ。

子育てや介護などで官民連携サービスの要となる「マイナポータル」と電子私書箱※1の

実証も今年度中に行われる。政府機関では職員証としての活用が始まっているし、企業

でも社員証として入退管理からデータベースへのアクセス管理、社会保険や税務の

各種申請など、ワンストップサービス化を目指すところが出てきている。

　2010年11月からeID（電子身分証）がスタートしたドイツでは3,000万枚以上が配布

済みである。サービスには政府への登録が必要だが、すでに保険、銀行、モバイルなど

37のサービスが登録されており、着実に普及しているようだ。日本でも全国民が利用する

健康保険事業への適用で、マイナンバーカードを使ったオンラインサービスが一気に拡大

するだろう。生活を便利にする魅力的なサービスの充実により、これまでの不安が払拭

されるとともに新たなビジネスが創出され、最先端ID利用国への可能性が拓かれる。

※1：�政府は2017年1月に個人用サイト「マイナ
ポータル」を開設予定。マイナンバーで役所
の利用履歴が確認できる。付随して「電子私
書箱」サービスも計画しており、保育所への
入所や介護サービスへの申請をオンライン
で行ったり、書類を受け取ったりできる。 

マイナンバーカードによる公的個人認証基盤
（デジタル社会生活の新インフラ）

医療

介護

生涯学習

金融

ショッピング

エンター
テインメント

［図］ 新たなインフラがデジタル社会の豊かな生活サービス利用を可能にする

出所：�三菱総合研究所
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工場の制御システムなど

がサイバー攻撃の対象と

して狙われ始めている。

指針への対応が国により

義務化されたが、それに

とどまらない対策も必要。 

「必要だから」ではなく「メ

リットがあるから」へ発想

を転換。

セキュリティー
サイバー攻撃から
工場やインフラを守る

　近年、工場や発電所がサイバー攻撃の対象となる被害が目立ち始めている。工場の

ラインがウイルスで止まるという話に加え、ドイツの製鉄所では溶鉱炉損傷が起きた。

複雑な装置群を稼働させる制御システムが攻撃を受けると、物損や人的被害、事業停止

にまで直結する。電力分野では、政府がサイバーセキュリティーに関する規定を整備し、

先行して定められていた指針（ガイドライン）の順守が義務化された。

　しかし、制御システムのセキュリティー対策は一筋縄ではいかない。指針に基づい

て対策を具体化する場合も、どこまでやれば良いのかの判断が難しい。そもそも制御

システムは、一般の情報システムと異なる。実際に稼働している環境を再現しづらく、

セキュリティー対策の検証が困難だ。さらに、現業とセキュリティーの双方を理解できる

人は少なく、コスト増となるため当面必要ないと、現場が判断する場合が多い。こうした

背景のもと、対策の重要性を訴えるだけでは現場の理解を得るのは難しい。

　現場の理解を得る際のポイントは二つだ。一つは現場にもともとある目標と連動させる

ことである。例えば、サイバー攻撃の検知や対策の有効性を監査する際に必要なデータ

を、業務や保守の効率化にも活用することが挙げられる。ちなみに、これらのデータは、

熟練した保守要員の不足をデータ解析で補うという現在の潮流にも乗るものだろう。

　もう一つは、目標を達成するための手段の共有化を確認することである。サイバー

攻撃を防ぐには、セキュリティーベンダーの製品やサービスを調達することがイメージ

されやすいが、実際には、現場で安全のために日頃から行われている作業や慣習が

役立っている部分も少なくない。セキュリティー対策の運用の詳細を明文化することは

攻撃者を利するため、指針や標準規格文書に具体的に記載することはできない。その分、

現場が中身を通常業務と連動させつつ、正しく認識していることは、対策を円滑にする

重要なポイントとなる。

　守るための対策は、現場の効率化にも寄与する。必要だからという理由ではなく、

メリットがあるから進めていこうという発想の転換が求められる。

［図］ 制御システムの脆弱性対策を進める上での課題

100（%）806040200

●重要な課題である　●課題の一つである　●特に課題ではない　●無回答

（n=100）
経営リスク

脆弱性対策を適用できない

リスクの見積りが難しい

技術の習得が難しい

脆弱性に関する情報がどこにあるかわからない

脆弱性対策にコストを要する（検証環境など）

社内外の脆弱性対策の体制・人員の不整備

ルールや手順が定まっていない

経営層の理解不足

制御システムオーナー部門の理解不足

その他

23.0 51.0 24.0 2.0

28.0 48.0 23.0 1.0

15.0 61.0 22.0 2.0

16.0 60.0 22.0 2.0

3.0 53.0 42.0 2.0

36.0 52.0 10.0 2.0

31.0 50.0 17.0 2.0

16.0 59.0 23.0 2.0

14.0 37.0 47.0 2.0

18.0 37.0 43.0 2.0

2.0 2.0

12.0 84.0

社会ICT事業本部 松 崎  和 賢

出所：情報処理推進機構「制御システムユーザ企業の実態調査報告書」2016年
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新しいシステ ム マイグ

レーションの手法が登場

した。

新技術導入により「早く」

「安く」「確実」に実施で

きる。

新しいビジネスモデルの

実装を早め、イノベーショ

ンを促進する。

ソリューション システムマイグレーションの変革 

ICTイノベーション事業本部 牧 野  健 太 郎

　経営の効率化や業務の高度化のためにはITシステムの支援が不可欠だが、古い構造

のシステムはその柔軟性のなさからビジネス環境の変化に素早く対応することが困難

であった。そのため、多くの企業では新しい機能、サービスに柔軟に対応するための

手段の一つとしてオープンシステムへの移行を検討してきた。オープンシステムへの

移行には主に、リビルド（システムの再構築）、リライト（言語の変換）、リホスト（システム

基盤の置き換え）といった手法があり、これらは、通常のシステム開発と同様の工程を

経る。したがって、長期間で高コストになるケースが多く、移行の検討過程で躊躇する

企業も少なくなかった。

　ところが近年、新しいシステムマイグレーション手法が登場した。この手法はプログラム

を100%自動変換するもので、人間が介在する工程（例えばテスト工程など）を大幅に

減らし、変換品質の向上、期間の短縮、費用の削減を実現する。この登場によって、これ

まで移行に躊躇していた企業の動きを変える可能性がある。新システムへの移行で、

開発・保守の効率化や、ハードウエア・ソフトウエア保守費の削減効果などが期待できる

ため、移行に投じた費用は比較的短期間で回収が見込める（図）。現行機能が保証される

ため、利用者が新システムに不足を感じることもない。さらに、オープンなソフトウエア

フレームワークを使用して移行するため、特定のベンダーに依存せずに保守を行うこと

ができる。

　オープンシステムへの移行により、ビジネス環境の変化にあわせて機能やサービスを

容易に拡張できるようになる。その結果、新しいビジネスモデルのシステムへの実装が

早まり、生産、物流、販売、社内管理などの企業における各プロセスのイノベーションを

高度に支えることが可能となる。経営の効率化や業務の高度化に向けたITシステムの

改善には総合的な判断が求められるが、早く安く確実になったシステムマイグレーション

手法が企業の選択肢としてより有効性を増したことは間違いない。

［図］ システムマイグレーション費用と費用回収時期の例

1.2億円削減 1.2億円削減 1.2億円削減

仮に1.2億円/年削減できれば
5年で回収※：1,500,000LOC（Lines Of Code）を想定

約25億円

約6億円
IT経費IT経費 IT経費

従来の手法 新しい手法 1年目 2年目 5年目

・・・・・
約1/4に削減

新システムへ
移行後

「開発・保守の生産性向上」
「ハードウエア・ソフトウエア保守費削減」など
によるIT経費削減効果が見込まれる。

システムマイグレーションにかかる費用
IT経費の削減でマイグレーション費用を回収

小規模システム※をマイグレーションした場合

出所：三菱総合研究所
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ビッグデータやAIを活用

した「HR Tech」に注目

が集まっている。

多様な働き方と企業の競

争力の両立にHR Techが

果たす役割は大きい。

将来的には、企業内に閉

じたAIだけでなく「社会

参加型AI」も必要になる。

人 財
HR Techで多様な働き方と
企業の競争力を両立させる 

ICTイノベーション事業本部 伊 藤  友 博

　ビッグデータやAIなど、進展著しいデジタル技術をてこにしたイノベーションが多様

な領域へ広がっている。Fintech（金融）、Edtech（教育）は有名だが、最近では人財

マネジメントを最適化する「HR（Human Resource） Tech」が注目されている。労働

力人口が減少し、人財獲得競争が過熱する日本では、自社に合った優秀な人財を精度

高くスピーディーに確保する手段として期待されている。

　例えば、当社が株式会社マイナビと共同で提供する「エントリーシート優先度診断」

は、AIが膨大なエントリー情報から人物像や採用優先度を導き出し、新卒採用の精度と

スピードアップに貢献する。採用活動では、限られた期間内に膨大な情報を分析して

判断する必要があるため、これを支援するAIへの期待は高い。また、株式会社ビズリーチ

の「careertrek（キャリアトレック）」では、エージェントに代わってAIが適性に合った

転職先候補を提案しマッチングを支援している。

　しかし「採用」はあくまで入口にすぎない。人財マネジメントの本質は、一人ひとりの

能力・個性を活かした活躍機会をデザインし、企業の競争力に結び付けていくことで

ある。HR Techの利用が「採用」から進んだのは、データが集めやすかったからにすぎ

ない。これまでは複雑過ぎて手におえなかったような、採用後のワークスタイルやパ

フォーマンスなど、さまざまなデータの収集・蓄積が進めば、AIが一人ひとりの特徴を

把握し、最適なキャリアプラン、必要な研修プログラム、活躍が期待される業務アサイン

などをきめ細かくデザインしてくれるようになる。多様な働き方と企業の競争力の両立に、

HR Techが果たす役割は大きい。

　その際、自社の実績データでの学習だけでは過去の再現にとどまり、真に必要とされる

人財像を捉えられない。AIの学習段階で人々の生活様式などの社会動向や世論を

加味し、社会の支持を得られるよう学習する「社会参加型（Society-in-the-loop）」AI

が提唱されている。働き方の多様化がさらに進み、必要な人財像も変化する中、HR 

Techでは、企業内に閉じたAIだけでなく、「社会参加型」AIも必要となってくるだろう。

［図］ HR Techによる人財育成強化

HR Tech
人財情報プラットフォーム

採用

• スキル・人物像の
　可視化
•自社への適合度
　評価

チーム組成

• メンバー間の相性
　評価
•スキル要件の組み
　合わせの最適化

研修

• 不足スキルの
　可視化
•履修内容の提案
•研修成果の評価

配属・異動

• キャリアプランに即し
　た必要な経験の提案
•全社視点での異動
　の最適化

出所：三菱総合研究所
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MOOCは世界的な広がり

を見せているが、日本での

普及は緒についたばかり。

MOOCの利点はコミュニ

ティーを通じて学び合い

や教え合いができること。

イノベーション人材を育

成する場が、MOOCの目

指すべき姿。

［表］ MOOCの主なプラットフォームの概要 

注：2016年9月時点。－は非公開、＋はその数字以上を示す。

出所：各プラットフォームHP、JMOOC資料を基に三菱総合研究所作成 

教 育 MOOC もう一つの利点と将来像

　MOOC※1とは、オンラインで公開された無料講座を受講し、修了条件を満たすと

修了証を取得できる教育サービスである。いつでも誰でも場所を選ばず無料で学べると

いう利点があり、世界的にブレークしている。特にアメリカでの普及が顕著で、世界各国

から大学など140以上のパートナーが参加し、講座数は2,000強、登録者数も2,000万

人を超える一大プラットフォームとなっているものもある。

　日本では、日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC）が主体となり、2014

年から普及展開を進めている。MOOCを利用すれば、業務や家事が忙しい、キャンパス

が遠い、受講料が高いなどの理由でこれまで学べなかった多くの人々が学ぶ機会を

得られる。しかし、日本では学習歴より学校歴が偏重される風土が残っていることや

講座数が139とまだ少ないこともあり、登録者数は25万人程度にとどまっている（表）。

JMOOCでは「理工系基礎人材育成講座※2」など、新たな講座開設の準備を進め、講座数

の拡大に努めているところである。

　MOOCのもう一つの利点は、同じ講座の多様な立場の学習者がネット上のコミュニ

ティーを通じてつながり、相互に学び合いや教え合いができる点である。社会が成熟し、

直面する課題が複雑化している日本で求められるのは、一方的な知識学習ではなく、

能動的で双方向の試行錯誤を繰り返す学びである。

　MOOCは、こうした社会的要請に応えた新たな学びの場となる大きなポテンシャル

をもつ。しかし、まだこの点に関する理解が浸透していない。MOOCの主たるサービス

提供者である大学がこの点を強くPRするとともに、企業が社員の学び直しに活用し

始めると、普及が一気に進むはずだ。

　多くの企業人が、多様な人材と相互に学び合い切磋琢磨する機会を提供するコミュニ

ティー。そこではイノベーティブな人材が育ち、実際にイノベーション（新結合）の萌芽が

現れる。それが日本でMOOCが目指すべき姿ではないだろうか。

※1：�大規模オンライン公開講座（Mass ive 
Open Online Courses）の略称。

※2：�理工系人材（の戦略的）育成に関する国の
取り組みに基づき、主に若手技術者を対
象に「学び直し」を目的とした理工系基礎
科目群をJMOOC講座として無料で提供す
る施策。

プラチナ社会センター 高 橋  寿 夫

プラット
フォーム名

開設
（年） 概要 登録者数

（千人）
大学など

パートナー数 
提供

講座数

Coursera 
（アメリカ） 2012 スタンフォード大学教員2名がベンチャーキャ

ピタルより8,000万ドル調達して設立（営利） 21,000 146 2,216

edX
（アメリカ） 2012 MITとハーバード大学が約6,000万ドル

投資して共同設立（非営利） 8,400＋ 106 1,254

Udacity  
（アメリカ） 2012 スタンフォード大学教員3名がベンチャー

キャピタルより資金調達して設立（営利） − − −

FutureLearn
（イギリス） 2013 オンライン教育を実施する

Open Universityが設立（営利） 4,400＋ 99 440＋

JMOOC 
（日本） 2014 日本語でのMOOCの無償提供および

その普及・拡大を目的に設立（非営利） 250 46 139
〈
参
考
〉
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数 字 は 語 る
政策・経済研究センター 佐 野  紳 也  

　65～69歳男性の就業率が大きく上昇し、2015年に

52%に達した。一般的な就業パターンは、60歳で定年と

なり、その後再雇用で就業を継続し、63～65歳の年金

支 給 開 始とともに 引 退すると考えられている。だが 、

2015年の65～69歳男性（ほぼ団塊世代に相当）は半分

以上が働いており、2010年の65～69歳男性の就業率

（47%）と比較すると約5ポイント高くなっている（図）。

働く理由は生きがいと社会参加

　40歳以上を対象にした全国調査※1によれば、働く理由

は「経済上の理由（68.1%）」「生きがい、社会参加のため

（38.7%）」「健康上の理由（23.2%）」となっている。高齢

になるにつれ「経済上の理由」は低下し、「生きがい、社会

参加のため」「健康上の理由」が増加する。65～69歳で

両者は逆転する。この年齢層は主に「生きがい、社会参加

のため」に働いていると見られる。

　65～69歳男性の価値観※2を見ると、就業者は「新たな

アイデアを考えたい」「他人が必要としていることに対応

したい」「周囲の人を助けたい、面倒をみたい」と考える

割合が高い。自立、慈善の価値観をもつ者が働いている

ことがうかがえる。一方、非就業者は「人生を楽しみたい」

「気ままな人生をしたい」という快楽主義の価値観をもち、

残りの人生を束縛されずに楽しみたいようだ。

就業環境の整備が必要

　「65〜69歳男性就業者」の生活行動を分析すると

「クール・シニア」と呼ぶべき特徴をもつ※2。都市部に居住

し、食事・飲酒では雰囲気を重視し、ファッションにお金を

かける。インターネットやスマートフォンも使いこなす。

健康を気にするものの、運動不足で、サプリに頼りがちで

ある。彼らを対象としたネットを活用した高品質な消費財・

サービス、健康関連サービスが有望だ。

　65～69歳男性の就業率は今後も上昇していく傾向に

あるが、半数の大企業では65歳以上の継続雇用制度が

ない※3。彼らが活躍し、生活も楽しめるような就業制度を

整備していくべきだろう。

65～69歳男性の就業率 52%

※1：�厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」74ページ。 

※2：�三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）」2016年6月調査。

※3：�労働政策研究・研修機構「高年齢者の雇用に関する調査（企業調査）」2016年6月。
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［図］ 65～69歳男性の就業率

注：2011年は東日本大震災のため、推定値。

出所：総務省「労働力調査」より三菱総合研究所作成
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主要経済統計データ

MRI マンスリーレビュー
株式会社三菱総合研究所 広報部
〒 100-8141 東京都千代田区永田町二丁目 10 番 3 号
TEL：03-6705-6000
URL http://www.mri.co.jp/

（2010年＝100） （2010年＝100）

鉱工業生産指数（左軸）
第三次産業活動指数（右軸）

出所：経済産業省「鉱工業指数」「第三次産業活動指数」
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出所：内閣府「機械受注統計調査報告」
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注： 季節調整済年率換算値の推移
出所：国土交通省「建築着工統計調査報告」
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出所：総務省「消費者物価指数」
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出所：日本銀行「実質輸出入」
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生産 鉱工業生産指数、第三次産業活動指数

消費 実質消費指数（除く住居等）

住宅 新設住宅着工戸数

輸出入 実質輸出入

設備投資 機械受注額［民需（船舶・電力除く）］

物価 消費者物価指数（生鮮食品除く総合）


